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１．公立学校の設置における国の基準
（１）公立小・中学校の統合方策について（昭和31年文部次官通達）
学校規模：12学級以上18学級以下を標準とする
通学距離：小学生は4km、中学生は6kmを最高限度として、教育委員会が実情に即した基準を定める

（２）公立小・中学校の統合について（昭和48年文部省通知）
学校統合に当たっては、下記の点に留意する必要がある。
・教育の効果を考慮し、地域の実情に即して実施すること。
・将来の児童生徒数の増減の動向を考慮して計画的に実施すること。
・住民に対する啓発について特に意を用いること。

２．佐賀市立小・中学校施設の在り方検討委員会（案）の設置
（１）目的

今後の小・中学校の在り方を専門的知見から検討することで、より良い教育環境を整備し、充実した
学校教育の実現を目指す。

（２）検討内容
①小・中学校の現状と今後の推移等について（第1回）

②適正配置等の基本的な考え方について（第2～4回）
第2回：小規模校、大規模校のメリット・デメリット
第3～4回：適正な規模、適正な通学距離の検討

③適正配置を図るための具体的方策について（第5～9回）
第5～7回：適正配置を図るための方策

【小中隣接しているケース】
第8回：適正配置を図るための方策

【中学校区内に複数小学校があるケース】
第9回：適正配置を図るための方策

【大規模小学校、単独小学校のケース】

（３）検討期間 平成20年8月～平成21年12月

（４）答申後のスケジュール
①最終答申及び国の適正規模の見直しに基づき、基本方針（案）を作成する。

⇒パブリックコメントの実施、教育委員会で協議

②基本方針の決定後、対象地域毎に実施計画（案）を作成し、住民説明会にて協議を行う。
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現在、佐賀市には適正規模に関する基準はない。

文部科学省（中教審）にて
公立校の規模について35
年ぶりに見直される予定。
（結論は早くてH21年夏頃）


